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１ はじめに 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略）とは、  

２０１５年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェ

ンダ」に記載された、２０１６年から２０３０年までの国際目標です。持続可能な世界

を実現するための１７の目標及びそれを実現するための１６９のターゲットで構成され

ており、地球上の「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめ

ぐる広範な課題に統合的に取り組むこととしています。 

新座市総合計画は、市が目指すべき将来都市像やまちづくりの基本的な方向性などに

ついて総合的かつ計画的に定めるもので、市の最上位計画です。 

市は、第５次新座市総合計画の策定に向け、令和元年１０月から新座市総合計画審議

会で同計画基本構想（素案）について検討を進めていましたが、新型コロナウイルス感

染症の発生によりこれからのまちづくりの在り方を再度検討する必要が生じたこと、市

の今後の財政見通しを立てることが難しくなったことから、計画の策定を２年先送りし

ました。 

第５次新座市総合計画の策定においては、世界共通の目標であるＳＤＧｓの理念が的

確に反映されるべきと考えます。 

総務常任委員会では、「ＳＤＧｓを第５次新座市総合計画に活かす」をテーマに設定

し、調査研究を進めることとしました。 

 

 

２ 調査研究の経過 

令和２年 ６月 ８日   政策研究に関する協議 

令和２年 ９月 ７日   政策研究に関する協議、テーマの決定 

令和２年１０月２９日   調査研究 

令和２年１２月 ３日   調査研究 



 

令和３年 ３月 ８日   調査研究 

令和３年 ６月 ２日   調査研究 

令和３年 ９月 ７日   調査研究 

令和３年１１月 ９日   調査研究 

 

 

３ 調査研究の方法 

令和２年度及び令和３年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止と市の厳しい財政状

況を考慮し、常任委員会の行政視察を中止することになりました。視察ができないこと

から、各委員において情報収集を行い、それを基に分析及び考察を行いました。 

 

 

４ 調査研究の内容 

⑴ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）と日本の取組（編集・発行 外務省国際協力局） 

⑵ ＳＤＧｓの概要及び達成に向けた日本の取組（外務省国際協力局） 

⑶ 第５次新座市総合計画基本構想素案（令和元年１０月） 

⑷ 神奈川県相模原市「未来へつなぐ さがみはらプラン ～相模原市総合計画～」 

⑸ 埼玉県さいたま市「２０３０ さいたま輝く未来と希望
ゆ め

のまちプラン」 

⑹ 滋賀県大津市のＳＤＧｓに関する取組 

⑺ 兵庫県高砂市「第５次高砂市総合計画（総合計画の推進が貢献するＳＤＧｓ）」 

 

【調査研究を通じて見えてきたもの】 

・ 市民、事業者の皆様とＳＤＧｓについて一緒に考え、理解を深め、取組を進めてい

くことが重要であるということ。 

・ その方法として、シンポジウムの開催や、企業とのタイアップ、研修会などが有効

ではないか。 

・ 個人、団体、事業者等ができる取組について、具体例を総合計画の中で分かりやす

く示してはどうか。 

 

 

５ むすびに 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、新たな社会課題が浮き彫りになりました。

市民生活や地域経済が困難にぶつかる中、将来にわたって安心して住み続けられる持続

可能なまちづくりや地域経済活性化のために、ＳＤＧｓの理念を踏まえた施策の展開が

求められています。今回の報告が、第５次新座市総合計画にＳＤＧｓの理念が反映され

る一助となることを期待します。 


